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1.はじめに 

2005 年 2 月の京都議定書発効を経て、4月には京都

議定書目標達成計画が決定された。家庭部門の対策の

大きな柱の１つが、1998 年度から省エネルギー法に基

づき導入されているトップランナー基準の、さらなる

強化や対象機器の拡大と、省エネルギー機器に関する

十分な情報提供等による買い替え・利用の促進である。 

 省エネルギー機器への買い替えの温室効果ガス削減

効果は、ライフサイクルが短縮させることによる製造

時＋廃棄時のエネルギー消費増と、使用時のエネルギ

ー消費削減とのバランスで決まる。さらには、LCA の

観点からは、部品製造プロセスなどに遡及した詳細な

部位席が求められる。そこで、本研究では、省エネル

ギー機器への買い替え行動の温室効果ガス削減効果を

LCA によって推計し、最適な買い替え行動を促進させ

るための有益な情報を提供することを目的とする。対

象とした家電機器は、家庭において比較的電力消費量

の大きいエアコン、冷蔵庫、テレビの３品目とし、買

い替えない場合と買い替える場合の LCA を算出し、そ

の結果をもとに買い替えた方が良いタイミングを製品

別、製造年次別に明確にする。 

2.推計方法 

エアコン、冷蔵庫、テレビの消費電力については既

存のデータ 1）から近似曲線をとり、将来の消費電力に

ついて推移を求めた。輸送に関する設定は往路、復路

100km とし、往路では梱包による体積の増加が考えら

れるので積載率を 80％とし、復路では 100％と仮定し

た。機器の廃棄に関する CO2 排出量の値は小さく影響

が少ないので計算内には含めずに結果を導き出した。

エアコンと冷蔵庫の廃棄時のフロンの影響に関しては、

家電リサイクル法が H13 年に施行されたことから機器

回収率を 100％とした。ただし、中古機器の輸出と不

法投棄は考慮していない。フロンの破砕時の回収率は

エアコンを 60％、冷蔵庫を 80％とした 2）。また特定フ

ロンは 1995 年末に特定フロンの全廃はされたが、1995

年製の使用割合が小さいため代替フロンへの移行は考

慮せず、全量代替フロンとした。なお、フロンについ

ては、地球温暖化係数（GWP 100 年値を使用）を用い

てCO2等化換算し、本論ではCO2と統一表記している。

各製品の素材構成重量については、家電製品協会への

ヒアリングにより把握した。なお、経年では調査され

ていないため、2002 年のデータを用いた。 

3.推計結果 

（１）エアコン 

仕様としては 2.8kW 級の機器を想定した。使用時の

消費電力量については、各機器について表 1 に示すよ

うな近似曲線を求めて将来推計を行った。エアコンの

結果を図 1に示す。 

表 1 年間消費電力の相関関数と推計式

製品名 相関関数

エアコン 0.9598

冷蔵庫 0.9763

テレビ 0.8656
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図２は、買い替えサイクルと CO2 の排出量の関係を

図 2 買い替えサイクルと CO2 排出量 

図 1 エアコンの年間消費電力の実績と将来推計 
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表したものである。ここで、買い替えサイクルとは、

15 年を全使用期間として、何年周期で買い替えるかを

意味する。その結果、５年サイクルで買い換えること

が最も CO2 排出量が少なくなることがわかった。 
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次に、1995 年から 2005 年製のエアコンを 20 年とい

う期間で使い続けた場合と、途中で一度買い替えた場

合の CO2 排出量の差をとることにより、CO2 削減量を

求めた。図 3 は、製造年別・買い替え年別に CO2 削減

量を３次元で表現した結果である。これにより、製造

年次に拘わらず、7 年から 9 年程度で買い替えること

が最も CO2 を削減できることがわかる。 

（２）冷蔵庫 

 仕様としては、410L サイズのものとして、使用時の

消費電力量は表１の式により推計した。エアコン同様

に図２と同じ解析を行ったところ、冷蔵庫では 4 年サ

イクルで買い替えるのが最も CO2 を削減できることが

わかった。エアコンと異なった理由として消費電力の

改善がめまぐるしく、使用に伴う消費電力の値の大幅

な削減が実現していることが挙げられる。また図４に、

製造年別・買い替え年別の CO2 削減量を示す。 
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その結果、製造年次に拘わらず最も削減量が多くな

るのは７年から 9年後に買い替えることがわかる。 

（３）テレビ 

 仕様としては、28 型サイズのものとして計算した。

表１の式をもとに使用時の消費電力量を推計し、エア

コン同様に図 2 と同じ解析を試みた。それによると、

テレビでは 5 年サイクルで買い替えるのが最も CO2 を

削減できることがわかった。また、図５に製造年別・

買い替え年別の CO2 削減量を示す。これにより、テレ

ビでは製造年次に拘わらず、8年から 10 年あたりで買

い替えることが最も CO2 削減量が多いことがわかる。

ただし、2005 年製のものに関しては削減量が存在して

も極端に小さくなっている。これは、近年のテレビに

おける消費電力の改善が小さいためである。なお、こ

の消費電力の中には待機電力を含めていない。 
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4.まとめ 

各家電における買い替え行動は、実際には家庭にお

ける経済的あるいは機能的理由から決定されており、

環境面での最適周期とはなっていない。本研究におけ

る解析が、最適買い替え行動を促すための有益な情報

を提供できたものと考える。なお、未だ以下のような

課題を有している。 

・将来の省エネ改善の速度の不確実性が大きいため、

感度分析が必要であること 

・待機電力の考慮、特定フロンから代替フロンへの移

行期の考慮が十分でないこと 

・サイズや機種変遷を含んだ解析となっていないこと 

・機種別の普及速度と廃棄確率を考慮した、全国ある

いは地域のシナリオ別 CO2 削減量の推計 
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図 3 エアコンの製造年別・買い替え年別 CO2 削減量 

図 4 冷蔵庫の製造年別・買い替え年別 CO2 削減量 

図 5 テレビの製造年別・買い替え年別 CO2 削減量 
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